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事業計画（重点事項） 実施状況 KPIの実績

（１） サービス水準の向上
・ 加入者サービス水準の向上に向けた取組の推進
・ 申請受付から支給までの標準期間（サービススタンダー
ド：10日間）を遵守
・ 申請書の郵送化率の向上に向けた取組の推進
【KPI】
① サービススタンダードの達成状況を100％とする
② 現金給付等の申請に係る郵送化率を93.3％以上とする

◆ 電話応対能力向上のため、プロジェクトチームを発足。毎週、接遇に係る重点
テーマの確認や上席者による電話応対スキルチェックなどを実施。

◆ サービススタンダード対象申請書（傷病手当金、出産手当金、出産育児一時
金、埋葬料(費)）について、日々の進捗確認を行い、受付から５～６営業日
以内の支払を徹底した。また、給付金等の審査担当者を縦割りするのではなく、
ユニット制を導入し、業務の統一化・効率化・簡素化を意識した事務処理を行っ
た。

◆ 郵送での提出について、各種広報ツール等の活用や電話等での問い合わせの
際に周知した。また、事業所、労務士会等関係団体に対して郵送での提出の周
知徹底を依頼した。

◆ 下期は、11月に外部講師による電話応対スキル向上研修を実施する予定。ま
た、退職者の多い事業所を抽出し、任意継続加入案内の配布を行う。

①100％(9月末)
（達成率：100％）
（前年同時期：100％)

②95.7％(9月末累計)
（達成率：102.5％）
（前年同時期：93.0%)

（２） 効果的なレセプト点検の推進
・ システム点検の効果的な活用
・ 点検員のスキルアップに向けた取組の推進
・ 支払基金支部との定期的な協議
【KPI】
社会保険診療報酬支払基金と合算したレセプト点検の査定
率を対前年度以上（0.258％以上）とする

◆ システム点検のメンテナンスを毎月実施することで精度向上図り、効率的なレセ
プト点検を推進。

◆ 定期的に点検員の面談や勉強会を行った。勉強会では、査定事例のディスカッ
ションや事例の共有化を行い、点検員のスキルアップを図った。

◆ 支払基金支部に対して、疑義事例に関する文書照会を行い、説明を求めた。

◆ 下期は、外部講師による研修会を開催し、点検員の更なるレベルアップを図ると
ともに、支払基金支部とレセプト点検を効率的に実施するための協議を行い、精
度の向上を図る。

0.184％(8月末)
（達成率：71.3％）
（前年同時期：0.288％)

（３） 柔道整復施術療養費等の照会業務の強化
・ 多部位や頻回の受療者に対する文書照会の実施
・ 長期受療者に対する啓発文書及びアンケートの送付
【KPI】
柔道整復施術療養費の申請に占める、施術箇所３部位以
上、かつ月15日以上の施術の申請の割合を対前年度以下
（0.61％以下）とする

◆ ３部位以上かつ月15日以上の施術及び柔整審査会において疑義が生じた
施術者を受療している加入者に対し、負傷原因の確認や受療する際の注意点
等を啓発。回答の結果、請求内容が疑わしいものについては、必要に応じ施術
者への照会、管轄厚生局への情報提供を行った。

◆ 長期受療者に対する啓発事業については、当初計画から対象者を変更し、２
箇所以上の施術所で受療している者や１つの施術所で複数の家族が受療して
いる者を対象とした。委託業者の選定や啓発文書・アンケートを作成。今後、対
象者の抽出を行い、11月中に発送予定。

◆ 施術者に対しては適正な保険請求の促進のため、申請書不備等による返戻
時を活用して注意事項を周知した。

◆ 下期は、11月に発送する啓発文書の効果検証を行いつつ、アンケート結果を
分析し、今後の取組を検討する際に活用する。

0.75％(9月末累計)
（達成率：81.3％）
（前年同時期：0.64%)

1. 基盤的保険者機能関係
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1. 基盤的保険者機能関係

事業計画（重点事項） 実施状況 KPIの実績

（４） 返納金債権の発生防止のための保険証回収強化、
債権管理回収業務の推進
・ 資格喪失後保険証の迅速・確実な回収
・ 債権回収率の向上に向けた取組の実施
【KPI】
① 日本年金機構回収分も含めた資格喪失後1か月以内の
保険証回収率を96.0％以上とする
② 返納金債権（資格喪失後受診に係るものに限る。）の
回収率を対前年度以上（60.37％）とする
③ 医療給付費総額に占める資格喪失後受診に伴う返納金
の割合を対前年度以下（0.052％以下）とする

◆ 保険証未返納者に対して、回収不能届の電話番号を活用した電話催告
や文書催告を実施した。

◆ 返納金債権の回収については、保険者間調整の積極的な案内や返納に
理解を示さない債務者には、弁護士名による文書催告や法的手続きを積
極的に実施した。

◆ 下期は、債権回収強化月間を設定し、令和３年2月に過年度債権の棚
卸及び保険証の回収率の低い事業所に対する文書催告を実施する。

①95.92％(9月末)
（達成率：99.9％）
（前年同時期：94.87％)

②26.48％(9月末累計)
（達成率：43.8％）
（前年同時期：44.80%)

③0.142％(8月末累計)
（達成率：36.6％）
（前年同時期：0.056%)

（５） 限度額適用認定証の利用促進
・ 限度額適用認定証の利用促進に向けた取組の推進
【KPI】
高額療養費に占める限度額適用認定証の使用割合を
85.0％以上とする

◆ 各種広報において周知を実施。

◆ 医療機関窓口等への限度額適用認定申請書の配置を依頼し、不足す
る場合には、ＦＡＸ連絡票にて必要部数を連絡してもらい補充した。

◆ 下期は、医療機関窓口等への申請書配置を依頼するとともに、市町村窓
口等への申請書配置に係る協力依頼を実施する。

76.6％(6月末)
（達成率：90.1％）
（前年同時期：78.4%)

（６） 被扶養者資格の再確認の徹底
・ 被扶養者の国内居住要件等に対応した被扶養者資格再
確認の確実な実施
・事業所からの提出率向上に向けた取組の推進
【KPI】
被扶養者資格の確認対象事業所からの確認書の提出率を
92.0％以上とする

◆ 被扶養者資格再確認リスト等を10月上旬から順次送付した。

◆ 下期は、未送達事業所の調査や未提出事業所に対する勧奨を徹底し、
KPIの確実な達成を図る。

ー

（７） オンライン資格確認の円滑な実施
・ 今後、国全体で実施するオンライン資格確認を見据えた、
協会が独自に実施しているオンライン資格確認の利用促進
【KPI】現行のオンライン資格確認システムについて、USBを配
布した医療機関における利用率を85.0％以上とする

◆ 利用が進まない医療機関に対して、電話や文書による利用勧奨を４月に
実施。５月以降、新型コロナウイルス感染拡大の影響で、本部の指示によ
り利用勧奨を実施しないこととなった。

◆ 下期は、令和３年３月から国全体で実施するオンライン資格確認が開始
されるため、現行システム終了の案内や貸与物品の速やかな返却等、円滑
な移行を進める。

77.0％(８月末累計)
（達成率：90.5％）
（前年同時期：84.8%)
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２. 戦略的保険者機能関係

事業計画（重点事項） 実施状況 KPIの実績

（１）データ分析に基づいた第2期保健事業実施計画
（データヘルス計画）の着実な実施
ⅰ） 特定健診受診率・事業者健診データ取得率の向上
・ 生活習慣病予防健診の受診率向上に向けた取組の推進
・ 事業者健診結果データの取得促進に向けた取組の推進
・ 特定健診(被扶養者)の受診率向上に向けた取組の推進
【KPI】
① 生活習慣病予防健診受診率を69.8%以上とする
② 事業者健診データ取得率を7.6％以上とする
③ 被扶養者の特定健診受診率を35.9％以上とする

＜新型コロナウイルス感染拡大による影響＞
・ 健診機関が健診予約受付を一時停止
・ 市町村主催による集団健診等の日程変更(上期→下期)
・ ショッピングモール等を会場に実施を計画していたまちかど健診の中止 等
⇒ 緊急事態宣言解除後は、感染防止対策を取りながら、以下のとおり健診業務を

再開している。

＜生活習慣病予防健診（被保険者）＞
◆ 対象事業所に対する健診案内の送付、新規適用事業所・任意継続被保険者に
対する文書や電話による受診勧奨を実施した。また、新規委託健診機関を1か所拡
大したことに加え、健診実施機関と連携した集合バス健診や未受診者に対する受診
勧奨を実施した。下期は、未受診者が多い事業所に対する電話勧奨を開始する。

＜事業者健診結果データの取得促進（被保険者）＞
◆ 事業者健診を実施した健診実施機関に対する同意書・委任状に基づくデータの提
供依頼を実施した。下期は、外部委託を活用し、事業所に対する協会・宮城県労
働局・宮城県の３者連名によるデータ提供依頼文書の送付や電話勧奨を実施する。

＜特定健診（被扶養者）＞
◆ 市町村のがん検診と同時実施による無料集団健診の実施広報、協会主催の集合
バス健診、自治体主催の未受診者健診への受診勧奨を実施した。下期は、自治体
主催の未受診者健診の多くが下期に日程変更となっており、自治体と連携しながら
未受診者の勧奨を強化する。

①25.2％(8月末)
（達成率：36.1％）
（前年同時期：30.1％)

②3.1％(9月末)
（達成率： 40.4 ％）
（前年同時期：3.6％)

③9.5％(9月末)
（達成率： 26.6％)
（前年同時期：18.7％)

（１）データ分析に基づいた第2期保健事業実施計画
（データヘルス計画）の着実な実施
ⅱ）特定保健指導の実施率の向上
・ 特定保健指導の実施率向上に向けた取組の推進
【KPI】
特定保健指導の実施率を27.1％以上とする

◆ 新型コロナウイルス感染拡大による影響
・ 支部保健指導者の訪問指導を一時見合わせ（4月・5月）
・ 保健指導委託健診機関および委託事業者の業務の一時停止および在宅勤務によ
る対応

・ まちかど健診の中止に伴い同会場での保健指導の同日実施も中止 等
◆ 緊急事態宣言解除後は、感染防止対策を取りながら、支部保健指導者による訪
問指導を再開している。また、委託事業者も段階的に通常勤務体制に復帰している。

11.7％(9月末)
（達成率： 43.3％）
（前年同時期：10.2％)

（１）データ分析に基づいた第2期保健事業実施計画
（データヘルス計画）の着実な実施
ⅲ）重症化予防対策の推進
・ 未治療者に対する受診勧奨業務の確実な実施
・ 糖尿病の重症化予防に向けた取組の推進
【KPI】
受診勧奨後3か月以内に医療機関を受診した者の割合を
12.9％以上とする

◆ 新型コロナウイルス感染拡大による影響
・ 未治療に対する受診勧奨について、４月・５月分の発送が延期となった。その後、緊
急事態宣言解除を受け、6月より勧奨通知を開始した。

◆ 年度当初より開始予定の支部の取組は、以下のとおり変更のうえ実施している。
①未治療者への受診勧奨：支部による文書勧奨は９月より発送。
②コントロール不良者への個別介入：１０月より個別介入文書を発送予定。
③糖尿病性腎症患者への受診勧奨・医師と連携した保健指導：7月より受診勧奨
文書発送。

10.7 ％(9月末)
（達成率： 82.9％）
（前年同時期：11.3％)
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２. 戦略的保険者機能関係

事業計画（重点事項） 実施状況 KPIの実績

（２）広報活動や健康保険委員を通じた加入者等の理解
促進
・ 加入者理解度調査結果を踏まえた分かり易い広報の実施
・ 「職場健康づくり宣言」事業を中心とした宮城支部の取組
に係るメディアや新聞広告を活用した広報の実施
・ 健康保険委員活動の活性化を図る
・ 健康保険委員カバー率の拡大に向けた取組の推進
【KPI】
① 広報活動における加入者理解率の平均について対前年
度以上とする
② 全被保険者数に占める健康保険委員が委嘱されている
事業所の被保険者数の割合を51.1％以上とする

＜広報＞
◆ 定期広報媒体（ホームページ、納入告知書同封チラシ、メールマガジン、健康保険
委員向け広報紙等）を活用した広報について、計画どおり実施し周知を図った。下
期は加入者理解度調査結果を踏まえ理解度の低い分野の重点的な広報や「職場
健康づくり宣言」事業について、webバナー、YouTubeやテレビCMを活用した広報
を実施する。

＜健康保険委員＞
◆ 健康保険委員委嘱者数拡大に向けて、被保険者数16人以上の事業所や新規
適用事業所に対して文書や電話による委嘱勧奨を実施した。これらの取組により、
９月末時点で、健康保険委員委嘱事業所の被保険者数割合が51.2％となり、前
倒ししてKPIを達成することができた。

①ー

②51.2％(9月末)
（達成率：100.1％）
（前年同時期：47.1％)

（３） ジェネリック医薬品の使用促進
・ ジェネリックカルテを活用した分析
・ 行政と連携した、医療機関・調剤薬局に対する働きかけ
・ 他保険者等と連携した加入者に対する広報
【KPI】ジェネリック医薬品使用割合（※）を9月末まで82.8％
以上とする
※医科、DPC、調剤、歯科における使用割合

◆ 医療機関、薬局ごとにジェネリック医薬品の使用割合を「見える化」したジェネリックカ
ルテを医療機関966機関、薬局832機関に送付した。その際は東北厚生局指導監
査課長名の協力依頼文書を同封した。使用割合が低い医療機関（8機関）、薬
局（6機関）に対しては、訪問による働きかけを実施した。その際は、ジェネリックカル
テを基にした分析結果（地域別、年齢階級別や薬効分類別の使用割合など）を
情報提供した。加えて、宮城県内で使用割合が低い、気仙沼市国保と連携し、気
仙沼ケーブルテレビのデータ放送に記事を掲載した。
また、ジェネリック医薬品の更なる使用促進に向けた環境整備を図るため、調剤レセ
プト情報から調剤数量の多いジェネリック医薬品の「実績リスト」を作成し、ホームペー
ジに掲載した。

82.5％(6月末)
（達成率：99.6％）
（前年同時期：80.0％)

（４）地域の医療提供体制への働きかけや医療保険制度
改正等に向けた意見発信
・ 医療審議会や地域医療構想調整会議等への参画
・ 医療データ等の分析結果を活用したエビデンスに基づく意見
発信
・ 保険者協議会との連携強化
・ 行政や関係団体等と連携した医療情報の分析や取組の
推進
【KPI】
① 他の被用者保険者との連携を含めた、地域医療構想調
整会議への被用者保険者の参加率を100％以上とする
② 「経済・財政と暮らしの指標「見える化」データベース」などを
活用した効果的な意見発信を実施する

◆ エビデンスに基づく意見発信については、８月に開催された仙南圏域地域医療構
想調整会議にて、宮城県（事務局）が提出した定量的データを活用して意見発信
を実施した。意見発信の際は、2025年や2040年の人口構造の見通し、入院医療
需要の推計と必要病床数に着目した。地域医療構想調整会議の多くは、下期に開
催されることから、引き続きデータを活用した意見発信を実施していく。

◆ 宮城県と連携した健診データの分析事業に活用するため、特定健診結果の集計
データを作成した。

①100％(9月末)
（達成率：100％）
（前年同時期：100％)

②実施
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（参考）令和２年度宮城支部事業計画
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